
組 織 図 

 市長は、その権限に属する仕事を分担するため、条例で局という内部組織を

設けています。 

また、市民の皆様に密接に関連する業務については、市内の区域を分けて

区役所を設けています。 

ここでは、主要な事務事業を所管する局区別に、主な事業をご紹介します。 
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区総合防災訓練の様子 

＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-2045 内） 21301 

 ５１，５０６，４３３千円  （対前年度比：＋１６．６％）

＜主な事業＞ 

  災害・危機事象に備える対策の推進      

地域防災力強化の推進                     ２０３，３２４千円 

○各区複数回の総合防災訓練や、全市的な防災啓発、 

自主防災組織への活動支援、各種防災計画の見直し 

等を通じて、地域防災力の強化を図ります。 

 災害情報通信システムの再整備 １，３６３，３９９千円

○非常通信、電源確保等の課題解決のため、通信機器の再整備や情報連絡体制の強化を図ります。 

○システムの設計構築等を行い、防災システムの機能向上による災害体制の強化を図ります。 

 本庁舎等建替えの取組 ６，２６３，９７６千円

○災害対策活動の中枢拠点として、高い耐震性能と業務継続性を確保した新本庁舎の新築工事

（令和４年度完成予定）と第２庁舎の解体設計業務を進めます。 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進

ＳＤＧｓ未来都市かわさきの推進                 １０，９７１千円 

○ＳＤＧｓの達成に向けて、「川崎市ＳＤＧｓ登録・認証制度」の運用や企業の主体的な行動を促

すためのセミナーの実施、多様なステークホルダーとの連携を強化するためのプラットフォー

ムの運用等の取組を推進します。（拡充）

  ＩＣＴ（情報通信技術）の活用による市民利便性の向上     

 ＬＩＮＥやかわさきアプリ等を活用した地域情報の発信      １９，８１５千円

○国内で広く利用されているＬＩＮＥ等を活用し、市民の関心が高い情報を発信して

いくとともに、ＡＩやオープンデータ等を活用し、ＬＩＮＥを用いてチャット形式

で質問に回答するなど、ＩＣＴを活用した市民利便性の向上を図ります。 

○行政施設等への公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備を引き続き推進するとと

もに、民間事業者と連携し「かわさきＷｉ－Ｆｉ」の利用範囲の拡大を図ります。 

○市民が窓口に来庁することなくオンラインにより申請できる手続を増やすため、職員が申請フ

ォームを作成できる簡易な電子申請ツールを導入します。（拡充） 

Ｗｅｂ口座振替申込サービスの提供               １０，２００千円 

○市民税・県民税や、国民健康保険料、保育料等、支払いを口座振替で受け付けているものにつ

いて、Ｗｅｂからの口座振替申込受付を実施します。（新規） 

ネットワークの強靭化及び情報システムの基盤整備     ２，０１６，４３８千円

○市民に対して安全で安定的なサービスを提供するため、セキュリティ対策の強化に向けた取組

を継続し、ネットワーク通信機器の更新を行うとともに、高度なセキュリティ対策が講じられ

た神奈川情報セキュリティクラウドを利用したネットワーク運用を行います。 

○行政の効率化や市民の利便性を高めるため、庁内情報システムの安定的な運用を図ります。 

総 務 企 画 局 
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ブランドメッセージ 

  都市イメージの向上とシビックプライドの醸成                          

シティプロモーションの推進                  ３２，５０５千円 

○あらゆる施策や取組を通じ、市民の共感が得られ、行動を促す情報発信 

 を実践するため、メディアコーディネーターを活用した各施策のプロモ 

 ーション支援や庁内研修等による職員の広報マインドの底上げと情報発 

 信力の強化を推進し、市役所全体で都市イメージの向上を図ります。 

○新型コロナウイルス感染症を契機とした価値観やライフスタイルの変容 

に対応しつつ、多様なものがつながりあい、新しい価値を生み出すこと 

ができるまちを目指すという川崎の姿を、ブランドメッセージの活用やあらゆる施策・取組、 

民間事業者等との連携を通じて展開することで、シビックプライドの醸成を目指します。 

 国際交流の推進                         ３７，２５８千円

○姉妹・友好都市として提携している海外８都市との文化芸術・経済・環境・教育・スポーツ等、 

幅広い分野での交流をはじめ、相互の持続的な発展につながる互恵的な関係の構築に向けて、 

海外諸都市等との交流を推進します。 

  迅速で的確な広報・広聴と市民に開かれた情報共有の推進

 車座集会等の実施                       １６０，５８３千円 

 ○市政の課題解決に向けて、市長が市民の方々と直接対話をする「車座集会」の実施や「市長へ

の手紙」、市政に関する問合せ・意見・相談等を一元的に受け付けるコンタクトセンターの運営

等、様々な方法で市政に関する声を広く聴取し、市政運営に活かします。また、市政に対する

市民の意識を多面的に調査する「かわさき市民アンケート」を実施します。

 魅力ある広報の推進                      ３５７，５３７千円 

 ○市政だよりやホームページ、テレビ・ラジオ等の各種広報媒体の特徴を生かし、市政情報や川

崎ならではの多彩な魅力を効率的・効果的に市内外に向けて発信します。また、市政だよりを

５月以降、月１回・12 ページの発行にリニューアルし、より多くの市民に届けます。

  働き方・仕事の進め方改革の推進     

市役所内部の働き方・仕事の進め方改革の推進          ５３６，２６１千円

○総務事務センターへの庁内総務事務の集約化を推進し、効率化を図ります。

○外部の専門的知見の活用による職場の課題分析や業務改善支援等を通じて、「新しい生活様式」

への対応に向けた業務プロセス改革を推進します。また、ＡＩによる議事録作成やＲＰＡ（ロ

ボティック・プロセス・オートメーション）の活用により業務効率化を図ります。

○ペーパレス化に向けたスキャンセンターの設置や、物品事務等を一括して担うワークステーシ

ョンの検討を行い、オフィス改革の推進と精神・知的障害者等の職域拡大を図ります。（拡充）

○モバイルワーク・テレワークを推進し、業務継続性の確保と職員のワーク・ライフ・バランス

の向上を図ります。（拡充）

戦略的な資産マネジメントの推進

公共施設の資産保有の最適化、長寿命化等の取組の推進   ３，０９０，９４２千円

○施設の多目的化・複合化等による資産保有の最適化や、予防保全に基づく長寿命化等の取組を

推進します。（拡充） ※資産マネジメントに係る各局予算については 108 ページを参照

○現宮前区役所等施設・用地の活用について、市民意見聴取の取組を推進します。

-45-



＜予 算 額＞            問合せ先：庶務課 200-2175 内） 24101 

  ６，９６２，２３０千円  （対前年度比：△０．７％）

＜主な事業＞ 

  ふるさと納税の取組の推進                         １１１，２３１千円     

○川崎の魅力ある資源を発掘、再確認し、市内外へ発信することを通じて、本市を応援してくれ

る方を増やすとともに、川崎市の魅力が広く認知されることを促進し、市民の「川崎への愛着・

誇り（シビックプライド）」の醸成につなげます。 

○返礼品新規事業者の拡充や寄附者の利便性の向上に取り組むとともに、ふるさと納税に係る広

報を行うことにより、ふるさとへの貢献や応援したいという納税者の想いを実現するための取

組を推進します。 

  市有財産有効活用の取組の推進                      ２４，４６７千円     

○財政効果のみならず、多様な効果創出に向けた財産の有効活用を推進します。

  税務事務の運営及び市税収入確保に向けた取組の推進    １，９０６，４３２千円     

○適正・公平な税務行政を推進するため、市民の利便性向上、税務事務の業務改善、持続可能な

システム運用に向けた市税システムの開発を進めます。

○「納税お知らせセンター」からの電話による納付呼びかけに加えて、納期内納付の促進の取組

をきめ細かく実施するなど初期未納対策を充実させるとともに、納付機会の拡大を図り、より

一層の市税収入確保に向けた取組を推進します。 

財 政 局 

ＩＲの取組 

市が公園、道路、学校、文化施設など身近な公共施設の整備のために必要となる資金の

一部を借り入れるため、定期的に「川崎市債」を発行しています。 

市債を安心してご購入いただくためにも、投資家向けの説明会、ＩＲニュース、ホーム

ページなどにより、市の取組や財政状況、市債に関する情報を積極的に発信しています。 

グリーンボンドの発行 

脱炭素戦略「かわさきカーボンゼロチャレンジ２０５０」の取組の一つとして、環境に

配慮した事業を対象とした市債（グリーンボンド）を発行し、ＥＳＧ（環境・社会・企業

統治）投資の活性化を図ります。 

携帯電話やスマートフォン等

からもご覧いただけます。 

川崎市 IR ニュース

(月１回程度発行) 

市債発行とＩＲ（投資家向け広報）の取組 

川崎市ホームページ「投資家情報（ＩＲ）」 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/47-4-1-0-0-0-0-0-0-0.html 
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〇芸術文化の振興〇資源物の分別収集 ○公園施設の整備

〇小児医療費の助成 ○妊婦の健康診査

○地域子育て支援 ○民間保育所整備

〇予防接種 ○がん検診

○消防車両・救急車両の購入 ○道路維持補修

都市計画税の使途

都市計画税は、下水道、公園緑地、道路などの都市計画事業又は土地区画整理事業に要す

る費用に充てるために課税される目的税です。

令和３年度予算では、対象事業費約３９６億円に対して、都市計画税の歳入約26５億円を

充当しています。

森林環境譲与税の使途

森林環境譲与税は、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林

整備及びその促進に関する費用に充てることとされています。

令和３年度予算では、公共施設の木質化、民間施設の木質化支援、適正な緑地管理など対

象事業約１．３億円に対して、森林環境譲与税の歳入約１．２億円を充当しています。

※森林環境税は、令和6年度から課税される国税で、個人住民税の均等割と併せて市町村が

賦課徴収を行います。

宝くじ収益金

令和3年度 宝  収益金 充当  主 事業

生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり 子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり

市民生活を豊かにする環境づくり 活力と魅力あふれる力強い都市づくり

宝くじは、売上げの40％程度が自治体へ

の収益金となり、発行・発売団体である47

都道府県、20政令指定都市それぞれの売上

げに応じて配分されます。

宝くじ収益金は公共事業等に充てるものと

され、本市では、小児医療費の助成、予防接

種、公園施設の整備など身近なまちづくりに

役立てています。

宝くじのお買い求めはぜひ川崎市内で！

宝くじ
当せん金

46.5％
自治体への
収益金

売捌手数料、

社会貢献広報費等

38.5％

15％

宝くじ１枚の中身（令和元年度決算）

市税のPayPay・LINEPayによる納付

市税がPayPay・LINEPayで納付できるようになりました！接触機会削減のため、

ぜひご利用ください。

詳しくは、川崎市のホームページで御確認ください。

川崎市 税 納め方 検索
コンビニ収納用バーコードをスマートフォン

等のカメラで撮影して読み取り、いつでもどこ

でも納付ができます。
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-2255 内） 26101 

  ８，３７２，８４９千円  （対前年度比：△１３．９％）

＜主な事業＞ 

  ＩＣＴ（情報通信技術）の活用による市民利便性の向上     

 公共施設利用予約システムの電子申請環境の整備        ２４５，１８６千円

○ふれあいネットのシステム改修にあわせて、公的個人認証を活用した利用登録手続き等のオン

ライン化を推進し、市民利便性の向上を図るとともに、電子申請環境の整備を進めます。（拡充）

  防犯対策の推進     

 安全・安心なまちづくりの推進                ６０８，７１５千円

○高齢者に対する特殊詐欺被害の未然防止を図るため、迷惑電話防止機器を無償で貸与します。

（拡充）

○「防犯灯ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業」によるＬＥＤ防犯灯の維持管理及び新規設置を実施し、夜間

の通行の安全を確保します。また、地域における防犯カメラの設置を支援します。 

○犯罪被害者等に必要な支援を行うため、有識者会議等における意見等を参考にしながら、条例

化に向けた取組を進めます。（新規）

  市民参加の促進と多様な主体との協働・連携のしくみづくり     

市民参加の促進と多様な主体による協働・連携の推進       ２０，９６８千円

○「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に基づき、「市民

 創発」による持続可能な暮らしやすい地域の実現を目指します。

○若者をはじめとした多様な世代・立場の市民による市政への参加

促進に向けた取組を進めます。

町内会・自治会、市民活動団体、ＮＰＯ法人などの活動支援   ２８３，０５９千円

○地域活動の全市的な交流・情報発信の場である総合自治会館を拠点に、地域コミュニティの中

核である町内会・自治会への自発的な加入や参加の促進、町内会・自治会の活性化支援に取り

組みます。また、ＮＰＯ等市民団体の活動の活性化を図るため、市内の中間支援組織と連携し

ながら、人材育成、資金調達、活動場所の確保、情報発信等に向けた支援に取り組みます。

  平等と多様性を尊重した人権・平和施策の推進

 人権施策の推進                        ４７，２８８千円

○人権を尊重し、共に生きる社会を目指して、平等と多様性（ダイバーシティ）を尊重しながら

人権施策を総合的に推進します。

○「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」に基づく取組を推進します。

 外国人市民施策の推進                     １６，７７９千円 

○「川崎市多文化共生社会推進指針」に基づく施策の推進や「外国人市民代表者会議」の運営を

行い、窓口の多言語対応や情報の多言語・やさしい日本語化の推進など、「多文化共生社会」の

実現に向けた取組を進めます。

市 民 文 化 局 

職員プロジェクトチームによる 

「まちのひろば」創出モデル事業 
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  男女共同参画社会の形成に向けた施策の推進     

 男女平等施策の推進                      １０，１４５千円

 ○誰もがあらゆる場において、男女平等に関わる人権の侵害を受けることなく、自立して共に働

き、学び、暮らすことができる男女共同参画社会の実現を目指すため、働く場における女性の

活躍やワーク・ライフ・バランスの推進等に向けた取組を進めます。

  市民の文化芸術活動の振興      

 市民文化活動の支援            ５７０，３２３千円

 ○「新しい生活様式」を踏まえた文化芸術振興の取組やパラアートに関する取組等を推進し、市

民の文化芸術活動の振興を図ります。（拡充）

  音楽や映像のまちづくりの推進     

音楽のまちづくりの推進                    ６１，２４６千円

 ○「音楽のまち・かわさき」推進協議会等の多様な活動団体と協働・連携しながら、誰もが身近

に音楽を楽しめる環境づくりを進め、豊かな心を育む「音楽のまちづくり」を推進します。 

映像のまち・かわさきの推進                  ２３，７５９千円

 ○「映像のまち・かわさき」推進フォーラムを中心に、映像に関する豊富な地域資源を活用し、

映像に親しむ機会の創出とまちの魅力を発信することで、「映像のまちづくり」を推進します。

  スポーツのまちづくりの推進     

 市民スポーツの推進                      ９２，６８７千円

○スポーツ関係団体と連携し、多くの方が気軽に参加できる各種スポーツ事業を実施するととも

に、障害者のスポーツ大会の開催や、スポーツセンターにおける障害者のスポーツ参加機会の

充実を図るなど、障害者スポーツの普及促進のための取組を進めます。

 スポーツを活用したまちづくり                 ５４，９６３千円

 ○かわさきスポーツパートナーホームゲームの市民観戦や、多摩川を活用したマラソン大会の開

催など、スポーツを「する・観る・支える」場の充実を図り、本市の魅力を高めるまちづくり

を推進します。

 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした取組の推進  

  ３８６，５７７千円

○誰もが自分らしく暮らし、自己実現を目指せる地域づくりを実現するために「かわさきパラム

ーブメント」を推進し、レガシーを未来に遺していく取組を進めます。

○英国代表チームの事前キャンプ受入及び運営支援に向けた取組を進めるとともに、事前キャン

プ受入前から大会終了後までの期間を通じて、市民や事業者と一体となって、様々な英国応援

や機運醸成に向けた取組を行います。

 ○国が進める「ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策事

業」に基づく対策を推進します。

○若者文化の発信のため、体験会の実施や環境整備に向けた検討及

び調整を行うとともに、創造発信拠点の整備に向けた取組を進め

ます。また、ストリートカルチャー等が結集した川崎発の世界的

な大会の開催を支援します。（拡充）
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-2320 内） 28101 

  ３３，０７８，８２０千円  （対前年度比：＋４４．４％）

＜主な事業＞ 

防犯対策の推進

 消費生活の安全の推進                     ９０，１５１千円

○消費者行政推進計画に基づき、様々な消費者トラブル等に関する啓発・相談を実施します。

  農地の保全・活用と「農」とのふれあいの推進

 多面的な機能を有する都市農地の保全の推進           ２４，７７０千円

○生産緑地の貸借マッチング、特定生産緑地の指定を進め、都市農地の保全・活用を推進します。

  アジアを中心とした海外での事業展開支援の強化

経済の国際化への対応の推進                  ３７，２８７千円

○川崎市海外ビジネス支援センターでの相談対応や、自社ホームページの多言語化等を支援する

コンテンツグローバル化促進事業補助金等により、市内企業の海外展開を推進します。（拡充）

環境産業のグローバル化の促進                 ４３，４５１千円 

○オンラインとオフラインの特性を組み合わせたハイブ

リッド形式で川崎国際環境技術展を開催し、環境技術の

情報発信及び販路開拓支援を行います。また、脱炭素や

グリーンリカバリーの実現に向けて、「かわさきグリー

ンイノベーションクラスター」の取組を強化し、市内環

境産業の振興及び国際貢献を推進します。（拡充）

  魅力と活力のある商業地域の形成

 地域特性に応じた活力ある商業振興の推進           ２８０，３７１千円

○新型コロナウイルス感染症の影響により売上げが減少した商店街団体等が取り組む「新しい生

活様式」に対応する事業等を支援し、市内商業の賑わい回復、活性化を図ります。（拡充）

  中小企業の競争力強化と活力ある産業集積の形成

 ものづくり技術の高度化及び販路拡大・開拓の推進       ５１１，０７３千円

○市内産業の高度化と、市内企業の新技術・新製品等の開発やオンライン開催による展示会への

出展等の「新しい生活様式」に対応した販路拡大支援を実施します。（拡充）

○多様な手法による事業承継及び事業継続計画策定の一体的支援と、ワンストップ型の経営相談

窓口により安定的な事業経営や「新しい生活様式」等への対応を支援します。（拡充）

中小企業の経営安定の支援               ２９，６８７，３６６千円

○新型コロナウイルス感染症の影響に対応した制度融資で中小企業を支援します。（拡充） 

○新型コロナウイルス感染症対応資金融資を受けた事業者に利子補給を行います。（新規） 

企業の立地・活動環境の向上                  ９８，３５８千円 

○中小製造業者を対象として、工場等の新増設や防音対策等の操業環境改善を支援します。

経 済 労 働 局 

第 13 回川崎国際環境技術展 エントランスページ 

-50-



中小企業等の生産性向上・働き方改革の支援           ６８，４１３千円

○「新しい生活様式」や多様なワークスタイルにあわせた中小企業の生産性向上と働き方改革の

取組を支援します。（拡充）

  都市農業の強みを活かした農業経営の強化      

 持続的・自立的な農業経営の推進と創造             ２１，９５１千円

○認定農業者等の経営の高度化に対する支援及び多様な主体との連携による新たな農業価値創

造の取組等を推進します。（拡充）

  ベンチャー支援、起業・創業の促進 

 ベンチャー支援の推進                     ９２，２７０千円

○研究開発分野で事業化を目指す個人及びベンチャー企業を対象として、オンライン等の活用に

より、経営等に関する専門家による個別・集中の成長支援を実施します。

○起業家支援拠点Ｋ－ＮＩＣを運営し、起業家やベンチャー企業の創出・成長支援を実施します。

また都市間の知的財産交流ネットワークを広げ、企業間連携による新製品開発を支援します。

  地域を支える産業の育成・市内事業者等の新分野への進出支援 

 ウェルフェアイノベーションの推進               ５８，６０８千円

○「川崎市複合福祉センター ふくふく」１階に令和３年８月開設予定の「Kawasaki Welfare 

Technology Lab（ウェルテック）」を福祉産業振興の拠点とし、福祉分野の製品開発や改良を支

援します。（新規） 

  科学技術を活かした研究開発基盤の強化

 先端科学技術の振興及び産業活動・交流の促進          ９９，７１０千円

○「新川崎・創造のもり」において、かわさき新産業創造センター（ＫＢＩＣ本館、ＮＡＮＯＢ

ＩＣ、ＡＩＲＢＩＣ）を拠点としたベンチャー企業等の成長を促進します。

  人材を活かすしくみづくり

 求職者の特性に合わせた就業機会の提供及び多様な人材の活用  １０４，２２２千円

○キャリアサポートかわさきによる総合的な就業支援、コネクションズかわさきによる職業的自

立支援を強化します。（拡充）

○就職氷河期世代への正規雇用に向けた就業支援を促進します。（新規）

○求職者支援事業と連携を強化し、市内中小企業の多様な人材の活躍を支援します。（拡充）

  働きやすい環境づくり

 勤労者福祉の充実                      １０８，４１２千円

○市内勤労者がより充実した生活が送れるよう、金融機関と連携した貸付制度や文化体育事業・

ワーク・ライフ・バランスの促進等を通じて勤労者福祉の向上に取り組みます。

  川崎の特性を活かした観光の振興

 観光資源の創出及び集客・交流の促進             ２３２，２０６千円 

○「かわさき きたテラス」における観光情報の提供や、観光協会や民間事業者等と連携したプロ

モーション活動の強化、マイクロツーリズム及びインバウンド需要を取り込む下地作りを推進

する「ナイトタイムエコノミー」の取組などにより、市内の観光振興を図ります。
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-2375 内） 29101 

  ２９，７７２，０５８千円  （対前年度比：＋１８．８％）

＜主な事業＞ 

  地球環境の保全に向けた取組の推進     

 地球温暖化対策の推進             ５８９，５４５千円

○脱炭素戦略「かわさきカーボンゼロチャレンジ２０５０」に

基づく取組を推進します。

 ・脱炭素モデル地区「脱炭素アクションみぞのくち」におけ

るイベント等を活用した、次世代自動車、ＲＥ１００等の

先進的な取組に係る情報発信や事業マッチングの実施等に

よる市民・事業者の行動変容の促進（新規）

・庁舎等建物内照明のＬＥＤ化による市役所の温室効果ガス

排出量の削減（拡充）

・かわさきエコ暮らし未来館、ＣＣかわさき交流コーナー等

を活用した環境教育・学習、普及啓発の実施

・川崎温暖化対策推進会議や地球温暖化防止活動推進センター・推進員と連携した地球温暖化

対策のための国民運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」をはじめとする協働の取組

・低ＣＯ２川崎ブランド、川崎メカニズム認証制度による低ＣＯ２製品・技術等の普及促進

・事業活動地球温暖化対策計画書・報告書制度による事業者の温室効果ガス排出抑制の促進

・公用車を活用した次世代自動車（電気自動車、燃料電池自動車等）の普及促進

 環境エネルギー施策の推進                    ３９，７５１千円

○高津区役所等に再生可能エネルギー電力を導入し、市民・事業者への普及を促進します。（新規）

○自立分散型エネルギーの確保に向け、創エネ・省エネ・蓄エネの総合的な取組を推進します。

  ・個人住宅を対象にエネルギー管理装置と併せて導入する太陽光発電、家庭用燃料電池、蓄電

池、Ｖ２Ｈ（同時導入するＥＶ車含む）、ＺＥＨや高水準なＺＥＨ＋等の導入の支援 

・個人住宅の防災対策として、蓄電池や蓄電池と併せて導入する太陽光発電の導入の支援 

・共同住宅を対象として共用部に太陽光発電を導入することを条件に、専有部の開口部断熱（断

熱窓）や共用部の高効率照明等の導入の支援 

  ・中小規模事業者への省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入の支援 

グリーンイノベーションの推進                  １０，８９１千円 

○「川崎市グリーン・イノベーション推進方針」に基づく取組を推進します。 

・環境技術を活かしたグリーンイノベーションの推進に向けた企業連携及び支援の取組

環境教育事業の推進                       １２，０３１千円 

○脱炭素社会の実現につながる市民・事業者の行動変容の促進に向け、環境教育・学習を推進し

ます。（拡充）

産学公民連携事業の推進                     １０,６２９千円

○環境技術の開発等に関する産学公民連携研究を推進します。

・企業や大学等との連携による脱炭素化に向けた研究・技術開発の推進（拡充）

環 境 局 

脱炭素戦略「かわさきカーボンゼロ
チャレンジ２０５０」の記者会見
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地域環境対策の推進

 大気・水環境等に係る地域環境対策事業の推進          １８２，０５４千円

○安全で良好な環境を「保全する」ための基盤となる取組を推進します。

 ・環境基準の達成維持のための法律や市条例に基づく事業所等の監視・指導

・大気や水などの環境モニタリングの実施等

・騒音、振動、悪臭などの相談対応や水質事故などの

緊急時の対応等

○安心で快適な環境を「共に創る」取組を推進します。

・水辺に親しむ機会の創出や市民参加の促進等、大気や水などの環境に関する

市民の実感向上に向けた取組

・次世代自動車の普及促進や化学物質の適正管理の推進等、環境負荷の低減に向けた取組

  持続可能な循環型のまちをめざした取組の推進

減量リサイクルの推進                     ３１６，８８２千円 

○ごみの減量化・資源化に向けた取組を推進します。

・プラスチック資源循環等、３Ｒの普及啓発・

環境学習等の推進

・資源集団回収事業の実施

・資源物の拠点回収事業の実施

・地域環境美化の推進

・食品ロスの削減、生ごみの減量化・リサイクルの推進

資源物・ごみ収集事業の推進                ３，５０６，１２８千円

○ごみの減量化・資源化と併せて、効率的・効果的な収集運搬を実施します。

○資源物等の収集運搬業務委託を実施します。

○普通ごみ収集体制の効率的・効果的な執行体制の構築に向け、幸区・中原区、高津区・宮前区

の大規模集合住宅等の一部地域における普通ごみ収集運搬業務委託を実施します。（新規）

 資源物・ごみ処理事業の推進                ４，４００，７６９千円

○ごみの適正かつ安定的な焼却処理を実施します。 

○資源物の資源化処理を委託により実施します。 

○放射性物質が検出され、一時保管を行っているごみ焼却灰については、引き続き試験的埋立を

実施します。 

○市域での再生可能エネルギーの普及拡大を図るため、廃棄物発電の有効活用に向けた取組を推

進します。 

廃棄物処理施設等の整備                 １２，９１３，０２６千円

○廃棄物処理施設等を安定的に稼動させるための補修・整備を実施し、長寿命化を図ります。

 ・浮島処理センターの基幹的整備 

○廃棄物処理を適正かつ安定的に行うため、処理施設等の建替計画を推進します。

・橘処理センター建設工事の実施

・堤根処理センターの建替えに向けた施設整備計画の作成等 

・堤根処理センターの建替えに伴う余熱利用施設整備計画策定に向けた検討 

・入江崎クリーンセンターの移転に伴う設計支援委託等の実施 

生ごみ減量のための３きり 
（使いきり・食べきり・水きり）の推進
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-2615 内） 32101 

  １６０，８２６，６４６千円  （対前年度比：＋４．３％）

＜主な事業＞ 

  総合的なケアの推進                                          

 地域包括ケアシステムの推進   （介護保険事業特別会計含む）１２１，７７６千円

○川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築に向け、地域包括ケアシス

テム連絡協議会による顔の見える関係づくりや、ポータルサイト等の様々な

ツールを活用した情報発信等による意識づくりの取組を推進します。

○統計情報等を整理した地区カルテを活用し、コミュニティ施策等とも連携を

図りながら、地域課題の共有・解決に向けた取組を推進します。

認知症対策・権利擁護事業の推進 （介護保険事業特別会計含む）３５５，７８１千円 

○地域の医療体制及び連携体制の更なる強化のため、認知症疾患医療センターを２か所増設し、

市内４か所体制とします。（拡充）

○認知症高齢者、障害者等が適切に成年後見制度を利用できるように、広報、相談及び後見人支

援等の機能を担う中核機関を設置するなど、制度の利用を促進します。（拡充）

災害救助その他援護事業の推進                 ６９，８０４千円

○災害時における医療・福祉拠点の機能強化等に向けた取組を推進します。

・高齢者・障害者施設の被災状況等の一元的管理のための情報共有システムの導入（拡充）

 自立生活に向けた取組の推進      

 生活保護業務の実施                   ５８，４７０，０８０千円 

○生活に困窮する市民に対して、最低限度の生活を保障するため生活保護費を支給します。また、

医療扶助費の適正化を推進するとともに、面接相談員を増員します。（拡充）

生活保護受給者等に対する自立支援の取組         １，８２４，６２８千円

○だいＪＯＢセンターにおいて、新型コロナウイルス感染症の影響により増加した生活困窮者か

らの相談に適切に対応できる体制を確保し、困窮状態から脱却できるよう自立に向けた支援を

行います。（拡充）

○金銭管理に不安がある生活保護受給者に対して、自立支援プログラムに基づき、生活費の支払

や貯蓄、家計管理の支援など、日常生活の自立に向けた支援を行います。（拡充） 

○生活困窮者・ホームレス自立支援センター等における自立支援施策を実施します。（拡充）

  高齢者が生きがいを持てる地域づくり

いこいの家・いきいきセンターの運営             ９３０，９２５千円 

○高齢者の心身の健康増進を図るため、いこいの家や、いきいきセンターを管理・運営します。 

高齢者外出支援乗車事業の推進              ３，４２８，６９５千円 

○高齢者フリーパス等のＩＣＴの導入に取り組みます。（拡充）

健 康 福 祉 局 
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高齢者福祉サービスの充実

 介護人材の確保・定着支援の実施               ４０９，８５２千円

○感染症発生に対する応援職員の斡旋等を支援する取組や、総合研修センターにおいて市内事業

所の支援に従事する職員に対し研修を実施することで資質向上等に取り組みます。（拡充）

○福祉人材の確保に向けて、介護ロボット等の整備費を補助します。（新規） 

高齢者の多様な居住環境の整備              ３，５４６，６５２千円 

○要介護高齢者の増加を踏まえ、特別養護老人ホーム等の介護サービス基盤の整備を進めます。

○老朽化が進む民間特別養護老人ホーム及び民間養護老人ホームの大規模修繕に対する支援に

より、計画的な修繕を促し、入居者が安心して施設を利用できる環境を整備します。（新規）

かわさき健幸福寿プロジェクトの実施              ３３，３９０千円 

○要介護度等の改善・維持の成果を上げた介護サービス事業所に報奨金等のインセンティブを付

与する「かわさき健幸福寿プロジェクト」を実施し、取組意欲の向上を促します。

  障害福祉サービスの充実等

障害福祉サービス基盤の整備              １７，０１１，００３千円

○高津区における地域生活支援拠点となる、障害者通所施設の整備に向けた取組を推進します。

（令和５年度完成予定）

○川崎授産学園の老朽化に伴う再編整備を進めます。

地域リハビリテーションの推進                １８０，５５１千円 

○総合リハビリテーションセンターの開設に合わせて、障害者、高齢者等が可能な限り住み慣れ

た場所で暮らし続けることができるよう、年齢や疾病、障害の種別等で限定しない、全世代・

全対象型の地域リハビリテーションを推進します。（新規）

 健康で快適な生活と環境の確保

新型コロナウイルス感染症対策の実施           ２，７３１，８２６千円

 ○新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、相談窓口の開設、受診・検査体制の構築、クラ

スター対応、医療費助成等を実施します。（新規）

医療供給体制の充実・強化    

救急医療体制確保対策事業の推進              １，０２９，２３７千円 

○休日や夜間における診療や重症・重篤患者に対する医療を適切に提供し、周産期医療を含めた

救急患者の円滑な受入体制の確保等を図ります。（拡充）

看護師確保対策事業の推進                  ３３６，１１７千円 

○看護人材の安定的な確保のため、市立看護短期大学の四年制大学化に取り組みます。

新型コロナウイルス感染拡大下の大学授業の実施        ２４３，００８千円 

○オンラインを活用した遠隔授業を実施し、市立看護短期大学内のインターネット環境を整え

「新たな時代に相応しい教育の実現」を図ります。（新規）

 生き生きと暮らすための健康づくり    

 がん検診等の実施                     ２，２３３，９５０千円

○がんで亡くなる方を減らすため、各種がん検診を実施します。また、コールセンターや、郵送

による個別受診勧奨により、受診率の向上を図ります。
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-3733 内） 43101 

 １２７，７３９，２７７千円  （対前年度比：＋０．８％）

＜主な事業＞ 

子育てを社会全体で支える取組の推進

 地域における子育て支援の推進                 ５４８，３３３千円

○地域や社会全体で子育て家庭を支援するため、地域子育て支援センター事業（中原区保育・子

育て総合支援センターに地域子育て支援センターなかはらを開所）を実施します。（拡充）

○川崎の子ども・若者が、将来、国際的な幅広い視野を持って活躍することを目指して挑戦する

「新たな第一歩」を後押しするため、「子ども・若者応援基金」を活用し、様々な分野でグロー

バルに活躍できる人材を産学官連携により育成する、グローバル人財育成事業を実施します。

 小児医療費の助成                     ４，６２０，２１２千円

○子どもの健全な育成や子育て家庭における経済的負担の軽減を図るため、小学校６年生までの

通院及び中学校３年生までの入院に係る医療費の自己負担分を助成します。

  質の高い保育・幼児教育の推進等     

 認可保育所等の受入枠の拡大               ６０，４５６，５９４千円 

○認可保育所の新設等により保育受入枠の拡大を図ります。（拡充） 

  ・395 か所 30,460 人 → 416 か所 31,840 人（21 か所 1,380 人増） 

○地域型保育事業の新設等により保育受入枠の拡大を図ります。（拡充）

・78 か所 1,033 人 → 90 か所 1,238 人（12 か所 205 人増） 

○認可保育所・地域型保育事業（小規模保育Ａ型・Ｂ型、事業所内保育） 

の保育士等の経験年数７年目以上の職員を対象とした国の処遇改善が 

的確に反映されるための市独自の４万円保障を実施します。（拡充） 

○認可保育所等で行う一時保育事業について、多胎児の利用やきょうだい同時利用時等の利用料

を減免するとともに、利用者数に応じた実施施設への補助金を一部上乗せします。（拡充） 

○公立保育所にＩＣＴ支援ツールを導入し、スマートフォンアプリによる災害時の緊急連絡や帳

票管理を行うことで、保護者への確実な情報伝達や保育業務の効率化を図ります。（新規） 

○公立保育所の延長保育を拡大（７時30分～19時 → ７時～20時）します。（拡充） 

認可外保育施設への支援の充実                      ５，３５６，６５９千円 

○病児・病後児保育施設における保育士・看護師の処遇改善に係る取組（市処遇改善等加算Ⅱの

創設）を実施します。（拡充）

幼児教育の推進                      ８，９１９，９３１千円 

○特別な支援を必要とする児童の受入や預かり保育の利用を推進します。（拡充） 

○地域型保育事業等の卒園児に対する預かり保育利用料の補助を実施します。（拡充）

○多様な教育・保育ニーズへの対応として、幼稚園の認定こども園化を推進します。（拡充） 

○幼稚園類似施設の利用者に対する保育料補助を実施します。（拡充） 

保育士確保対策の推進                   １，２４４，２５９千円 

○遠隔地の学生等を含めた幅広い人材の確保のため、保育士宿舎借り上げ支援事業やリモートを

含む就職相談会・保育所等見学事業等を実施します。 

保育園の様子 

こ ど も 未 来 局 
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認可保育所等の整備                   ３，０３７，９６４千円 

○令和４年度の保育受入枠の拡大に向けて、認可保育所や小規模保育事業所の整備を行います。 

 ・1,317 人分（認可保育所 21 か所 1,245 人分、小規模保育事業所４か所 72 人分） 

○保育と地域子育ての一体的な支援拠点として、保育・子育て総合支援 

センターを整備します。 

 ・宮前区内（土橋保育園・地域子育て支援センター） 仮園舎整備 

 ・多摩区内（土渕保育園・地域子育て支援センター） 基本・実施設計 

  子どものすこやかな成長の促進     

 妊婦・乳幼児の健康支援の推進              １，９１４，６００千円 

○難聴のある子どもが早期に診断を受けて療育を開始することを目的とし、新生児聴覚検査の費

用補助を 10 月から開始します。（新規） 

○特定不妊治療費助成の所得制限を撤廃し、助成回数の上限を、子どもごとに設定するほか、助

成金額を引き上げます。また、事実婚も助成対象とします。（拡充） 

こども文化センター・わくわくプラザの運営         ３，７１５，６６２千円 

○子どもに多様な体験や活動を提供する場であるとともに、市民活動の地域拠点として活用が図

られるようこども文化センターの運営を行い、小学生が放課後等において安全・安心に過ごせ

る居場所としてわくわくプラザ事業を実施します。

  子どもが安心して暮らせる支援体制づくり     

児童虐待防止対策の推進                    ７４５，０６２千円

○児童虐待防止の意識啓発を図るための広報普及活動や相談支援体制の充実及び関係機関との

連携強化を図ります。また、職員の専門性向上を目的とした人材育成の取組を実施します。

○児童虐待や親子関係・家族の悩みなどに対応する相談体制の充実を図るため、県内５県市共同

でＬＩＮＥによる相談を実施します。（新規）

○保護児童の生活環境改善のため、中部児童相談所の改築に向けて策定した基本計画に基づき、

基本・実施設計を実施します。

○児童相談所の狭あい解消のため、北部児童相談所の増築に向けた実施設計及びこども家庭セン

ター事務室の改修設計を実施します。

児童養護施設等の運営                   ３，６４１，９４６千円 

○「川崎市社会的養育推進計画」に基づき、乳児院等施設の高機能化、多機能化に向け、一時保

護委託受入のための職員の増員を行い、円滑な児童の受入体制を構築します。（拡充）

里親制度の推進                         ９１，９８８千円 

○令和２年９月から開始した養子縁組里親に関する里親養育包括支援事業（フォスタリング事業）

を通年化するほか、里親当事者によるピアサポートなど、里親制度の一層の推進を図ります。

（拡充） 

ひとり親家庭の自立に向けた支援             ３，８４１，７０３千円 

○新型コロナウイルス感染症の影響により、特に大きな困難が生じているひとり親家庭の親と子

の将来の自立を支えるため、手当の支給や通勤・通学交通費助成、医療費助成等の経済的支援

を基盤として、子育て・生活・就労・養育費確保・子どもの学習等、総合的に支援を行います。

○新型コロナウイルス感染症の影響等により、養育費が支払われなくなったひとり親家庭等を支

援するために、養育費の立替払いを行う保証会社等への手数料の一部を補助します。（新規）

中原区保育・子育て総合支

援センター（令和２年度整備）
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-2939 内） 35101 

  ２０，４７３，９２４千円  （対前年度比：△１６．５％）

＜主な事業＞ 

  魅力にあふれた広域拠点の形成等     

 川崎駅周辺地区の整備                    ２６６，１４０千円 

○民間活力を活かしながら、本市の玄関口としてふさわしい都市機能の誘導・都市基盤の整備等

を進め、多様な賑わいや交流が生み出す魅力と活力にあふれた広域拠点の形成を推進します。 

・京急川崎駅西口地区における民間開発の誘導と基盤の再編整備の推進

・川崎駅周辺の公共空間の有効活用に向けた環境整備の実施

小杉駅周辺地区の整備                    １８８，９７２千円

○民間開発の適切な誘導と支援により、商業・業務施設・公共施設・都市型住宅等がコンパクト

に集積した個性と魅力にあふれた広域拠点の形成を推進します。

 ・小杉駅周辺における民間開発の誘導等

 ・横須賀線武蔵小杉駅の下りホーム整備に関連した新規改札口設計等

新百合ヶ丘駅周辺地区の整備                   ７，４３０千円

○横浜市高速鉄道３号線延伸計画など周辺環境等の変化を見据えた土地利用転換の誘導と交通

結節機能の強化に向けたまちづくり方針を策定します。

  個性を活かした地域生活拠点等の整備     

 登戸土地区画整理事業の推進                ６，８７４，２８４千円

○登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区について、集団移転手法を活用した事業展開により土地区画整理

事業の早期完成を目指し、魅力ある地域生活拠点の形成を推進します。

鷺沼駅前地区市街地再開発事業の推進               ３，０２９千円

○駅を中心に多様な都市機能集積と交通結節機能の強化に向け、都市計画手続を進めます。

柿生駅前南地区の再開発事業の推進                ３５，５３５千円

○民間活力を活かしながら、駅を中心に多様なライフスタイルに対応した都市機能集積及び交通

結節機能の強化に向け、都市計画手続に向けた取組を進めます。

  安全で安心して快適に暮らせる計画的なまちづくりの推進     

木材利用の促進                        ２２，２４５千円 

○公共建築物の木質化、民間建築物の木質化支援や普及啓発等を行い、木材利用を促進します。

計画的なまちづくりの推進                    ９，９２９千円 

○都市計画マスタープラン区別構想改定や、都市機能等の立地適正化の検討を行います。（新規）

 広域的な交通網の整備     

鉄道ネットワークの形成                    ９９，１０９千円

○横浜市高速鉄道３号線延伸に向けて、新百合ヶ丘駅及び中間駅周辺の基盤整備に係る検討等に

ついて、鉄道事業者等と連携した取組を進めます。

ま ち づ く り 局 
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 身近な交通環境の整備     

身近な地域交通環境の整備                   ２５，９９４千円

○「地域公共交通計画」に基づき、身近な地域で安全・快適に生活できるよう、地域交通環境の

整備を推進します。 

・駅前広場の整備等を踏まえた、効率的かつ効果的な路線バスネットワークの形成に資する新

規路線・路線見直し等の検討

・コミュニティ交通の本格運行地区等における継続的な取組支援 

・地域等への支援内容及びコミュニティ交通の導入に向けた取組手順の見直し 

  地域の主体的な防災まちづくりの推進     

密集市街地の改善に向けた重点対策の推進            ７７，４７９千円 

○老朽木造住宅等が密集し、火災延焼の危険性の高い不燃化重点対策地区において、老朽建築物

の除却や建替え時の耐火性能強化などへの助成により、延焼被害の低減を推進します。

○小田周辺地区では、地域住民との防災まちづくりの取組を推進します。

 まち全体の総合的な耐震化の推進等     

民間建築物及び宅地等の耐震化の推進              ４４２，５３３千円

○木造住宅への普及啓発や耐震改修助成により、耐震化を促進します。（拡充） 

○耐震診断を義務化した沿道建築物の除却・段階的改修を対象に加えた、特定建築物の耐震改修

工事等への助成により、災害に強いまちづくりを推進します。（拡充） 

○民間マンションの耐震診断・改修工事等への助成や、ブロック塀等の撤去工事への助成などの

取組により、災害に強いまちづくりを推進します。 

・擁壁の改修工事等への助成及び大規模盛土造成地における調査 

ユニバーサルデザインのまちづくりの推進     

ユニバーサルデザインのまちづくりの推進            ９９，５８７千円

○小田急線登戸駅や南武線武蔵小杉駅等におけるホームドアの整備を

促進します。

  誰もが暮らしやすい住宅・居住環境の整備     

住宅施策の推進                     ９，７１４，４９３千円 

○市営住宅等の適正な管理運用、既存の民間賃貸住宅を活用した入居支援等を進めるとともに、

「川崎市住宅基本計画」に基づき、社会経済状況の変化に対応した誰もが安心して暮らせる住

宅施策を推進します。

・住宅確保要配慮者等に向けた「すまいの相談窓口」の運営

・空き家所有者と活用希望者のマッチング制度の実施

・「市営住宅等ストック総合活用計画」に基づく、市営住宅の建替え(中野島住宅、高石住宅、
初山住宅) 

ホームドア設置例（京急川崎駅） 
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-2785 内） 38201 

  ２５，３７４，５５５千円  （対前年度比：△４２．９％）

＜主な事業＞ 

協働の取組による緑の創出と育成

 都市緑化の推進や公園緑地の管理運営の推進          ３３７，９２０千円 

○100 年後の未来の川崎に向けて、市制 100 周年の節目の年にあたる令和６年度に 

全国都市緑化フェアを開催するため、国土交通大臣の同意取得及び基本計画の策 

定などの取組を進めます。 

○保全緑地においては「新しい生活様式」の視点を踏まえつつ、民間活力の導入や 

地域との連携により柔軟かつ多面的な利活用を促進し、健全な樹林地の保全と利 

活用の好循環の創出に向けて、新たな管理運営に取り組みます。（新規） 

 安全・安心な暮らしを守る河川整備 

 五反田川放水路の整備                  １，５３５，１２１千円 

○五反田川の洪水を直接多摩川に放流する放水路整備を進め、浸水被害の軽減を図ります。 

河川改修事業等の推進                    ４００，２７５千円 

○水害から市民の生命・財産を守るため、平瀬川支川等の未改修箇所

の改修を進め、治水安全度の向上を図ります。また、河川護岸の老

朽化対策として平瀬川護岸改修を実施します。 

地域の生活基盤となる道路等の維持・管理                             

道路、河川等維持補修事業の推進             ３，８８２，３３８千円 

○道路等における市民の安全で快適な生活環境の確保のために、「道路維持修繕計画」及び「橋梁

長寿命化修繕計画」に基づき、適切な維持管理・補修などの取組を推進します。 

○河川等における水害の最小化と環境の保全のために、適切な維持管理・補修を実施するととも

に、台風等の被害も踏まえ、老朽化や機能低下が著しい河川施設の緊急的な大規模補修を効果

的に推進します。また、上河原堰堤の長寿命化工事に向けた詳細設計を実施します。

多摩川の魅力を活かす総合的な取組の推進   

多摩川緑地の利用環境向上や協働による多摩川の魅力発信    ２３４，２０３千円 

○多摩川緑地の施設整備や維持管理を行うとともに、市民、企業等との協働・連携により、新た

な利活用の推進や環境学習、渡しの復活事業などの取組を推進し、多摩川の魅力を発信します。 

魅力ある公園緑地等の整備

公園緑地等の整備                      ９２８，００４千円 

○大規模公園や夢見ヶ崎動物公園などの公園緑地について、整備や民間活力の導入に向けた取組

等を推進します。 

等々力緑地の再編整備                     ８５，２６４千円 

○社会環境の変化による新たな課題や自然災害リスクの高まり等を踏まえ、「等々力緑地再編整

備実施計画」の改定に取り組むとともに、民間活力の導入に向けた検討を進めます。 

建 設 緑 政 局 

王禅寺 

四ツ田緑地 

平瀬川 護岸改修箇所 
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広域的な交通網の整備

 広域的な幹線道路網の整備推進              １，４１３，２５０千円 

 ○市内の都市機能強化を図るため、国道 357 号等の国直轄道路の整備促進や川崎縦貫道路関連調 

査など、広域的な幹線道路網の整備に向けた取組を実施します。 

 臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備

 羽田連絡道路の整備推進                    ８９，２０６千円 

○羽田空港周辺地域と京浜臨海部の連携を強化し、成長戦略

拠点の形成を図るため、令和３年度の開通に向けて、キン

グスカイフロントと羽田空港周辺を結ぶ羽田連絡道路の

整備を推進します。 

 身近な交通環境の整備   

自転車活用に向けた取組の推進                 １３，０９９千円

○「川崎市自転車活用推進計画」に基づき、安全・安心で魅力と活力のある自転車を活用したま

ちづくりの推進に向けて、総合的な自転車施策の取組を進めます。 

○自転車施策の一層の充実を図るため、「川崎市自転車活用推進計画」の改定に向けた取組を進め

ます。 

自転車通行環境整備事業の推進                １６０，０００千円 

○自転車・歩行者・自動車が、道路を安全・安心・快適に利用できる環境のより一層の充実に向

けて、自転車利用や事故が多い箇所などの自転車通行環境整備を推進します。 

 市域の交通網の整備

 道路改良事業の推進  ６，６７８，９８８千円 

 ○骨格的な幹線道路ネットワークの形成、広域拠点や交通結節点の機能強化及び道路の防災・安

全性の向上を図るため、国道 409 号や都市計画道路世田谷町田線等の整備を推進します。 

○早期に効果の発現が期待できる交差点改良などの緊急渋滞対策を推進します。

橋りょう整備事業の推進                   ７５１，７１６千円 

 ○道路交通の円滑化、利便性の向上や防災機能の強化を図るため、（仮称）等々力大橋や末吉橋等

の整備を推進します。 

連続立体交差事業の推進                 １，４３９，１３３千円

○京浜急行大師線１期区間（小島新田駅～鈴木町駅間）やＪＲ南武線（矢向駅～武蔵小杉駅間）

の連続立体交差化により、複数の踏切を一挙に除却し、踏切事故や地域分断の解消、道路交通

の円滑化、渋滞の解消による沿道環境の改善を図る取組を推進します。

交通安全対策の推進

 安全施設整備の推進                     ５１０，３８７千円 

○歩行者と車両の交通の安全確保や円滑化を図るため、歩道の設置、交差点のカラー化、防護柵、

カーブミラー設置等の安全施設の整備を実施します。 

放置自転車対策の推進                    ９８６，４９４千円 

○自転車等の放置を防止し、歩行者等の通行の安全性、利便性向上に向け、駐輪場の整備や利用

促進を図るとともに、放置自転車等の撤去活動や保管所運営等の効率化を進めます。 

羽田連絡道路 工事施工状況 
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-3048 内） 41101 

  一般会計 １２，３４４，２６１千円  （対前年度比：＋１９．１％）

  港湾整備事業特別会計 ３，８３９，６２８千円  （対前年度比：△３４．８％）

＜主な事業＞ 

広域連携による港湾物流拠点の形成 

コンテナターミナルの利用促進・活性化        一般会計     ５５６千円 

港湾整備事業特別会計 １，９５０，７４９千円 

○コンテナ取扱貨物量の増加に対応するため、コンテ 

 ナ関連施設（バンプール・シャーシプール）の整備 

を実施します。（拡充） 

○国際コンテナ戦略港湾である京浜港（川崎港、東京 

港、横浜港）の国際競争力強化に向けた取組の一環 

として、新規荷主の獲得・航路の維持拡大等を目的 

とする「川崎港利用促進コンテナ貨物補助制度」を 

実施します。 

○横浜川崎国際港湾・川崎臨港倉庫埠頭共同事業体に 

よるコンテナターミナル指定管理について、利用料金納付金制のもと、それぞれの会社の特徴

を活かし、施設の適切な維持管理を行うとともに利用者サービスの向上を図ります。 

港湾施設の整備・維持管理           一般会計 １，５０５，３４８千円 

（令和２年度補正予算対応 １１０，０００千円）  

港湾整備事業特別会計 ３７，７０３千円 

○高度経済成長期を中心に整備した護岸や係留施設等の港湾施設の老朽化に対応するため、各施

設の維持管理計画に基づく点検診断を行い、効率的・効果的な施設の改良及び補修工事を行い

ます。

○東扇島小型船溜まりの静穏度を確保するため、防波堤の整備を実施します。

川崎港海底トンネルの改修・維持管理        一般会計 ３５７，０８４千円 

○東扇島と市街地を結ぶ唯一の連絡路である海底トンネルについて、災害時における緊急輸送道

路としての機能を維持するため、トンネル本体の改良及び付帯設備の改修を行います。 

 臨港道路東扇島水江町線整備の推進       一般会計 ７，２９１，９６６千円 

 ○東扇島の新たなアクセスルートの確保による物流機能の強化及び災害時の緊急物資輸送ルート

の多重化による防災機能の強化を図るため、国の直轄事業による臨港道路東扇島水江町線の整

備を促進します。また、関連事業として、関係道路の改良工事を実施し、交通需要に合わせた

整備を推進します。 

東扇島堀込部土地造成事業の推進     港湾整備事業特別会計 ６９５，０６６千円

○川崎港の物流機能強化に資する港湾関連用地、ふ頭用地を確保するため、海面埋立に必要な護

岸等の整備を実施します。 

港 湾 局 

川崎港コンテナターミナル 
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ポートセールス事業等の推進               一般会計 ２，２５７千円 

港湾整備事業特別会計 １７，９２７千円 

○荷主等を対象にセミナーを実施するなど、中国・東南アジア方面との新規航路開設や既存航路

の安定化に向けたポートセールスを官民一体となって推進します。 

  災害・危機事象に備える対策の推進            

港湾・海岸の防災・減災対策の推進          一般会計 ２２７，６３１千円 

（令和２年度補正予算対応 ４５，０００千円)  

○津波・高潮発生時の内陸部への浸水対策のため、海岸保全施設の改良を実施します。 

○令和元年東日本台風の被害による、浮島２期地区廃棄物埋立護岸の復旧に取り組みます。 

  市民に開かれた安全で快適な臨海部の環境整備 

魅力ある緑地・親水空間の形成            一般会計 ５１３，９４８千円 

○不法投棄や違法駐車車両への対策を強化するため、監視カメラや監視指導員を配置し、東扇島

の環境美化及び交通環境の改善に向けた取組を推進します。

○平常時は人工海浜やバーベキュー広場など、港に集う人々の憩いの場として、また災害発生時

には基幹的広域防災拠点としての機能を有する東扇島東公園の適切な維持管理を行います。

○みなと祭りや夜景ツアー等の拠点として、市民に親しまれている川崎マリエンの適切な維持管

理を行います。 

○オリンピックを目指すビーチバレーボール選手の強化拠点である川崎マリエン内ビーチバレ

ーコート等の維持を行います。 

○川崎港の魅力を更に高めていくため、港湾緑地等の施設や港湾空間を活用し、多くの人に親し

まれるイベントの開催や観光船等の誘致など、新たな賑わい創出に向けた取組を推進します。

浮島２期地区埋立事業の推進          一般会計 １，１９７，０２４千円 

○市内公共工事から発生する建設発生土等を受け入れている浮島２期廃棄物処分場の埋立護岸

の維持管理及び適正な埋立作業を行います。 

人工海浜（東扇島東公園） 

川崎港航空写真 川崎みなと祭り 
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＜予 算 額＞   問合せ先：臨海部事業推進部 200-3738 内） 42101 

  ９３８，２８７千円  （対前年度比：△３４．８％）

＜主な事業＞ 

  臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備  

臨海部の活性化推進                       ２２，６８０千円

○臨海部全体の産業競争力の強化を目指し、基幹産業

の高度化・高機能化を促進する新たな投資促進制度

の運用を開始します。（新規）

○「臨海部ビジョン」で示した将来像の実現に向け

て、企業の枠を超えた人材育成や臨海部周辺の生活

環境の整備誘導等の取組を進めます。

○各種メディアを活用した立地企業の取組の発信や、

学校と企業のニーズをマッチングした新たなモデル

事業の展開により市民認知度の向上を図る等、戦略的なブランディングを推進します。

国際戦略拠点地区の整備推進                  １９１，９７６千円 

○世界最高水準のライフサイエンス研究開発拠点の形

成に向けて、研究成果から自律的に新たな産業が生

まれる「エコシステム」の形成を目指した取組を推

進します。また、キングスカイフロントの情報発信

や域内外の交流・連携促進等を行うとともに、大田

区との産業連携を進めます。（拡充） 

○キングスカイフロントの研究成果を新事業創出や社

会実装につなげるため、産業振興財団と協働し、研

究・事業活動の活性化支援や市内産業への波及に向けた取組を実施します。

○キングスカイフロントを国際戦略拠点にふさわしい魅力あるエリアとするため、良好な景観形

成及び防災力の向上、国内外からの来訪者の利便性に配慮した機能導入等、高水準・高機能な

拠点整備の取組を推進します。

○羽田連絡道路の供用開始を契機に、キングスカイフロントと羽田空港跡地地区に整備された 

ＨＡＮＥＤＡ ＧＬＯＢＡＬ ＷＩＮＧＳとの連携をさらに強化し、一体的な成長戦略拠点の

形成を図るため、新たなバス路線開設に向けた取組を進めます。

 サポートエリアの整備推進                   ２２６，９９２千円 

○大師橋駅において、キングスカイフロントをはじめとした臨海部へのアクセス向上を図るため、

交通結節機能を強化する駅前交通広場の整備に向けた取組を進めます。

○塩浜３丁目周辺地区において、「塩浜３丁目周辺地区土地利用計画」に基づき、市有財産の有効

活用に向けた検討や地区の価値を高める基盤整備等の取組を進めます。

臨 海 部 国 際 戦 略 本 部 

力強い産業都市づくりを担う川崎臨海部

多摩川対岸から望む 

キングスカイフロント 
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戦略拠点の形成推進                      ６８，８０５千円 

○南渡田地区において、具体的な産業や導入機能、土地利用に向けた事業手法等を示した拠点整

備計画を策定し、臨海部の機能転換を牽引する新産業創出拠点の形成に向けた取組を進めます。

○臨海部の基幹産業の事業再編の状況を踏まえ、地域の持続的な発展につなげる大規模な土地利

用に向けた取組を進めます。（新規）

交通ネットワークの形成推進                 １０４，４１４千円 

○新たな基幹的交通軸について、路線バスの機能強化を図るＢＲＴ（Bus Rapid Transit）の導入

に向けて連節バスが走行可能な環境整備等の取組を進めます。また、臨海部の新たな交通拠点

について求められる機能や規模等の検討を行い、新たな拠点整備に向けた取組を進めます。

（拡充）

○臨海部の通勤環境の向上に向けて、公共交通を補完する企業送迎バスの共同運行化や川崎駅東

口小川町地区におけるバス乗降場の環境整備等の取組を進めます。

  ナノ医療イノベーションの推進 

 ナノ医療イノベーションの推進                 ２９４，７２６千円

 ○ナノ医療イノベーションセンター（ｉＣＯＮＭ）

の運営支援を通じて、体内を自律巡回するウイル

スサイズのカプセル「スマートナノマシン」によ

る新しいがんの治療法等の研究成果の実用化を進

めます。

 ○研究支援に戦略的に取り組むことにより、ｉＣＯ

ＮＭにおけるイノベーションの創出をより一層加

速します。

 「川崎水素戦略」に基づく取組の推進

「川崎水素戦略」に基づく取組の推進               １９，８４１千円

○世界的な脱炭素化の潮流を踏まえ、水素利用拡大

や水素パイプライン等を活用する水素ネットワ

ークの構築に向け、国や企業等の多様な主体と連

携したプロジェクトをさらに創出・推進します。

○臨海部エリアの低炭素化に向けて、立地企業等の

動向を踏まえた基本的な考え方をまとめ、臨海部

ビジョンで掲げる「低炭素型インダストリーエリ

ア」の構築に向けた取組を推進します。（拡充）

○水素エネルギーに関する社会認知度の向上に向

け、市内水素関連施設を紹介するＶＲコンテンツ

や普及啓発施設等を活用した情報発信を行います。

ナノ医療イノベーションセンター（iCONM）

2050 年頃水素ネットワークが実現した川崎臨

海部のイメージ 
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 223-2501 内） 48101 

  １７，３２５，２３４千円  （対前年度比：＋１．０％）

＜主な事業＞ 

  消防力の総合的な強化     

 消防庁舎等の整備・維持管理                  ８３２，４４６千円 

○老朽化した多摩消防署栗谷出張所について、機能の見直しや

充実を図り、女性消防職員が当直可能な庁舎として改築し、消

防庁舎の防災拠点機能を強化します。

○老朽化した消防団器具置場について、中原消防団中原分団小

杉班器具置場を改築します。また、多摩消防団生田分団中央

生田班器具置場を、改築する多摩区役所生田出張所と合築す

ることで、防災拠点の整備による地域防災力の強化を図りま

す。

 消防指令体制の整備・維持管理                ９７２，３５４千円

○消防指令センター・消防署・消防出張所の消防通信機能の適

正な維持、管理を実施するため、１１９番通報を受信する消

防指令システム機器のハードウェア及びバックアップ電源装

置を更新するとともに、大規模災害時における部隊運用の改

善等、システムの一部機能強化を図ります。（拡充） 

○消防・救急無線の安定稼働を確保するとともに、関係法令等 

の改正に対応するため、携帯型無線機、航空局無線機及び半 

固定型無線機の更新整備を行います。（拡充） 

消防団活動の充実強化                    ２２４，５７８千円 

○大規模災害時等の対応や火災予防等の消防広報に限定した活動を行う機能別団員を拡充する

ほか、学生団員や女性団員の増員など、消防団員の確保に努めるとともに、消防団の災害対応

能力の向上を図ります。

消 防 局 

消防指令センター 

改築後の消防出張所（イメージ） 

女性団員のホース延長訓練 団員の消防訓練 

改築後の消防出張所（イメージ） 
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消防車両・救急車両の整備・維持管理             ７５２，１７７千円

〇人口増や社会情勢の変化により災害が複雑多様化している

状況に対応するため、消防力を維持管理、強化していく必要

があり、救助工作車や消防ポンプ自動車などの消防車両を計

画的に更新します。（令和３年度９台更新）

○増加する救急需要に対応するため、救急車４台を更新し、更

新後の旧車両は非常用救急車として配置換えします。

消防ヘリコプターの維持管理                  ３４３，３１７千円

○火災・救助・救急活動を行う消防ヘリコプターの飛行時間や

経過年数に応じて定められた機体の定期検査を行い、災害活

動に備えます。

○消防ヘリコプターの安全性を確保するため、令和３年度採用

予定の操縦士２名、整備士１名に本市が所有するヘリコプ 

ターの限定変更資格を取得させるとともに、二人操縦士体制

や地上勤務員の配置等を定めた「消防防災ヘリコプターの運

航に関する基準」を踏まえた運航体制の確立に向けて整備

（増員等）を図ります。（拡充）

  医療供給体制の充実・強化     

 救急救命士の養成                         ５５，９１３千円

 ○人口の増加や高齢化の進展等に伴う人口構造の変化や、在宅介護・単身世帯の割合の増加等 

により、今後も救急需要の増加が見込まれることから、救急救命士の常時乗車体制を維持す 

るため、より高度な救急救命処置が行える救急救命士を養成し、病院に到着するまでの救護 

体制を確立することにより救命効果の向上を図ります。 

 新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた救急資機材等の整備   ６９，９４０千円

 ○救命効果を高めるために必要な資機材の整備に加え、新型コロナウイルス感染症による隊員

及び市民への二次感染を防止するため、必要な感染防止資機材の整備を図ります。（拡充）

そよかぜ１号（手前） 
そよかぜ２号（奥） 

救助工作車 

救急救命士による救急救命処置 感染防止を図った救急活動 
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-3260 内） 50101 

 １１４，１３１，３７４千円 （対前年度比：＋１２．８％）

＜主な事業＞ 

「生きる力」を伸ばし、人間としての在り方生き方の軸をつくる教育の推進  

 キャリア在り方生き方教育の推進                   ６，３３９千円

○「キャリア在り方生き方教育」について、キャリア・パスポートを活用しながら、小学校から高

等学校までの計画的・系統的な実施に向けた取組を推進します。 

 確かな学力と豊かな心の育成に向けた取組          ３，９１７，４３５千円

○一人ひとりの「生きる力」を伸ばしていくため、学ぶ意欲・態度を育むことを大切にしながら、

「確かな学力」「豊かな心」を育てる取組を推進します。 

・新学習指導要領を踏まえ、英語教育の推進としてＡＬＴ（外国語指導助手）を配置 

・学校司書を配置している小学校を 42 校から 56 校に拡大（拡充） 

・高等学校における特色ある教育活動の充実に向けた取組（新規） 

・「かわさきＧＩＧＡスクール構想」に基づく取組の推進（新規） 

○少人数によるきめ細やかな指導体制を構築するための義務標準法改正の動向を捉え、必要な教室

数の確保に向けた取組を進めます。（新規） 

健康給食の推進                    １１，１７８，９３３千円

○野菜を豊富に取り入れ、食材や味付けにこだわった川崎らしい特色ある健康給食を実施します。 

 また、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進します。 

○学校給食費を市の予算として管理する公会計化を実施します。（新規） 

一人ひとりの教育的ニーズへの対応

特別支援教育の充実                       ６２３，２３４千円

○小・中学校等に一人ひとりの医療的ケアのニーズに応じて看護師が学校を訪問します。（拡充） 

○中央支援学校高等部分教室及び中央支援学校大戸分教室の狭あい化に対応するための整備に向

けた取組を実施します。（新規） 

○特別支援学級に外部人材を活用した介助・支援を実施します。（新規） 

児童生徒への支援と相談の場の充実               ６００，０８０千円

○中学校の支援教育コーディネーターの体制を整備し、不登校対策等の充実を図ります。（拡充） 

日本語指導等の充実                          ９４，２２２千円 

○小・中学校等において日本語指導を担当する非常勤講師や初期支援員の配置、通訳・翻訳の取組

を実施することで、海外帰国・外国人児童生徒のニーズに応じた支援を推進します。 

市民の文化芸術活動の振興

文化財の保護・活用と魅力ある博物館づくりの推進      １，１９９，１７５千円

 ○国史跡橘樹官衙遺跡群について、保存活用計画及び整備基本計画に基づき、史跡指定地の公有地

化及び活用・調査研究を推進しながら、史跡整備の設計を行います。 

○野外博物館である日本民家園の今後の事業展開や計画的な施設整備に向けて、同園の目指すべき 

姿等を定めるため、運営基本計画の策定を行います。（新規） 

教 育 委 員 会 事 務 局 

-68-



安全で快適な教育環境の整備

学校安全対策の推進と教育環境の整備              １，９００，８８４千円 

（令和２年度補正予算対応 ３，８７１，５２４千円）  

○地域社会全体で学校の安全確保に取り組み、防犯力の向上や防災教育の充実により、総合的な安 

全対策を推進します。また、教育環境の向上をめざし、トイレの快適化やバリアフリー化、学校

施設の防災機能の強化等を進めます。 

・学校トイレの改修（46 校）【補正含む】（令和４年度までに全市立学校のトイレを快適化） 

・非常用電源の確保のための蓄電池整備（２校）【補正含む】や窓ガラス飛散防止フィルム貼付   

（６校）【補正含む】等の各種防災機能の強化 

 ○新型コロナウイルス感染症対策を行うため、必要な消耗品を購入します。（新規） 

学校施設長期保全計画の推進                 ７，７８６，８０７千円 

（令和２年度補正予算対応 １，２９１，３８８千円）  

 ○「学校施設長期保全計画」に基づき、改修による再生整備を実施し、より多くの学校の教育環境

の改善と長寿命化による財政支出の縮減を図ります。 

  ・実施校数 校舎 25 校、体育館９校【補正含む】 

児童生徒の増加に対応した教育環境の整備          ２，１０８，５９１千円 

 ○良好な教育環境を確保するため、校舎の増築等を実施し、児童生徒の増加に対応します。

・新作小学校、井田中学校及び宮前平中学校の校舎増築設計の実施（新規）

・新川崎地区の小学校新設に向けた基本・実施設計の実施

自ら学び、活動するための支援

生涯学習環境の整備                       ５９３，１６７千円

○地域の活動拠点の充実に向けて、学校施設の更なる有効活用を推進し、市民の生涯学習環境の整

備を図ります。 

○既存施設（労働会館）の活用による川崎区の市民館整備に向けて、実施設計等を行います。 

○鷺沼駅前地区市街地再開発事業に伴う宮前市民館・図書館の移転・整備に向けて、管理運営計画

の策定等を行います。 

学校の教育力の向上等

地域等による学校運営への参加促進                            ３，２９５千円 

○学校・家庭・地域社会が一体となって学校運営に取り組む学校運営協議会を設置する学校（コミ  

ュニティスクール）を 21 校から 28 校に拡大します。（拡充）

学校運営体制の再構築等                                   ４，２５２，８５７千円 

○教職員の負担を軽減し、本来的な業務に一層専念できるよう、全小中学校に教職員事務支援員又

は障害者就業員（チャレンジド・ワークス）を配置します。（拡充）

○教職員の負担軽減や部活動の安定的な運営のため部活動指導員を全中学校に配置します。（拡充） 

家庭・地域の教育力の向上

 地域の寺子屋事業の推進                      ９４，８３２千円

○地域ぐるみで子ども達の学習や体験活動をサポートする「地域の寺子屋」を、全小中学校での実

施に向けて随時開講（新規 13 か所予定）します。また、寺子屋先生の養成を図ります。（拡充）
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人権オンブズパーソン相談カード 

＜予 算 額＞          問合せ先：審査課 200-3325 内） 49101 

  １４８，９４０千円  （対前年度比：＋６．０％）

＜主な事業＞ 

  会計事務の適正かつ効率的な管理運営 １４８，９４０千円    

○会計管理者の補助組織として、支出負担行為に関する確認、現金、有価証券及び物品の出納保

管並びに決算の調製等を行います。本市の支出が適正に行われるよう支出命令等の審査をする

とともに、公金を確実かつ有利に保管・運用することで、本市の公金の適正な管理に取り組み

ます。

 ○事務負担の軽減及び費用の節減を図るため、庁内で共通して使用する備品及び消耗品を一括し

て調達し、必要とする部署へ払出しを行います。

＜予 算 額＞          問合せ先：事務局 200-3693 内） 55911 

  ６５，５２７千円  （対前年度比：△１３．８％）

＜主な事業＞ 

  市民オンブズマン制度の運営 ３２，４３２千円    

 ○市民からの市政に関する苦情申立ての処理や市政の監視などを、市民の立場に立って行うとと

もに、必要に応じ、市長や市の関係機関に勧告・意見表明などを行い、行政の改善に努めます。

  人権オンブズパーソン制度の運営 ３３，０９５千円    

 ○いじめ、虐待など子どもの権利の侵害や、ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）、セクハラなど

男女平等に関わる人権の侵害について相談や救済の申立てを受け、関係機関などと連携・協力

して問題解決を図ります。

会 計 室 

市 民 オ ン ブ ズ マ ン 事 務 局 
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選挙マスコット 
「イックン」 

＜予 算 額＞          問合せ先：選挙課 200-3423 内） 56102 

  １，４１６，９８１千円  （対前年度比：＋３９４．１％）

＜主な事業＞ 

  選挙の適正な執行 ９６７，６１２千円    

 ○10 月に任期満了を迎える衆議院議員総選挙、４年に一度執行される市長選挙の適正な管理執行

を行います。

  啓発事業の推進 ３，０６１千円    

 ○選挙に関する講演会の開催、区民祭等での啓発運動、市内中学校の生徒会役員選挙への協力、

高校生・中学生への啓発チラシの配布等、選挙権年齢の引下げを踏まえた若年層への啓発を中

心に明るくきれいな選挙、投票総参加のための取組を進めます。

 選挙システムの再構築 １９１，６７４千円

○ホストコンピュータのオープン化に伴い、選挙システムの再構築を行います。（新規）

＜予 算 額＞       問合せ先：行政監査課 200-3437 内） 55710 

  １６３，８４５千円  （対前年度比：△１．２％）

＜主な事業＞ 

 監査機能の強化                                １，０２６千円    

 ○監査及び決算審査における財務諸表等の確認や分析に当たり公認会計士の知見を活用すること

で、監査機能の質的向上と強化を図ります。また、監査及び決算審査で検出された問題点の確

認や財務分析へのアプローチに公認会計士との討議を取り入れ、職員の専門性を高める取組も

進めます。

＜予 算 額＞          問合せ先：調査課 200-3341 内） 55811

  １２２，４６９千円  （対前年度比：＋０．３％）

＜主な事業＞ 

  職員採用試験等の実施                           ２１，２８３千円     

○職員の採用や昇任に係る競争試験及び選考を実施します。

また、職員採用案内パンフレットの作成や職員採用説明

会及び専門職を対象とした職場見学会等の開催、合同企

業説明会への出展や技術系職種向けの広報動画を配信す

るなど、様々な広報活動を通して多様な有為の人材確保

の取組を推進します。

監 査 事 務 局 

人 事 委 員 会 事 務 局 

職員採用案内パンフレット 

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 
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＜予 算 額＞          問合せ先：庶務課 200-3366 内） 53101 

  １，７００，１６９千円  （対前年度比：＋０．７％）

＜主な事業＞ 

  議事運営の取組 ２４，４５２千円    

○本会議、常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会の議事運営並びに会議録等の作成を行う

とともに、会議録検索システムの運用及びインターネット上への公開を行います。

  議会広報の充実 ７１，７８１千円    

 ○議会に対する関心と理解を高めるため、議会の活動を広く市民にお知らせします。

  ・広報紙「議会かわさき」の発行（年４回）

  ・「夏休みこども議場見学会」等の実施

  ・市議会広報ポスターの市バス等への掲出

 ○「市民に身近な開かれた議会」の一層の推進を図るため、本会議等の模様をインターネット等

で中継します。

  ・インターネットによる本会議、予算審査特別委員会、決算審査特別委員会、常任委員会、議

会運営委員会及び大都市税財政制度調査特別委員会等の生中継・録画中継の実施

  ・各区役所でのモニター中継の実施

  ・スマートフォン及びタブレット端末に対応した生中継・録画中継の実施

 ○テレビ番組を利用して、議会活動のＰＲを行います。

  ・「議長・副議長 新春対談」（１月放送）

  ・「市議会座談会～予算の審議を前に～」（２月放送）

  文書共有システムを活用した取組の推進  ５，８５０千円    

○タブレット端末を利用した文書共有システムの活用により、本会議や常任委員会等の会議をペ

ーパーレスで運営するとともに、市議会議員への情報提供を円滑に行う等、効率的な議会運営

を推進します。

  議員報酬の支給等 ９９５，１７６千円    

 ○市議会議員の議員報酬及び期末手当の支給等を行います。

インターネット議会中継 

（委員会） 

議 会 局 

夏休みこども議場見学会 

（令和元年度） 
議長・副議長 新春対談 
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